
 
 

 

 

入 札 説 明 書 

 

本調達は、資料提出及び入札を電子手続（IC カードが必要です。）で行う案件です。

なお、本サービスを利用できない者（様式第７の書面参加申請者）は、発注者の承諾を得

た場合に限り書面で提出すること（以下「紙入札方式」という。）ができます。  

 

１ 賃貸借の場所及び面積（詳細は、別紙のとおり） 

物件番号 所在地 設置場所 貸付面積 設置台数 

１ 
美濃加茂市蜂屋町上蜂屋

3545-3 

開発校 

体育館入口 

【屋外】 

2.00 ㎡ 

幅 2m×奥行 1m 

 

１台 

 

２ 
美濃加茂市蜂屋町上蜂屋

3545-3 

短大校 

本館棟２階ホール 

【屋内】 

2.00 ㎡ 

幅 2m×奥行 1m 

 

１台 

３ 
美濃加茂市蜂屋町上蜂屋

3545-3 

短大校 

実習棟入口 

【屋内】 

2.00 ㎡ 

幅 2m×奥行 1m 

 

１台 

 

  ※貸付面積には、放熱余地・回収ボックス設置部分・転倒防止部分を含む。 

 

２ 入札参加資格  

  次に掲げる要件を全て満たす法人又は個人は、入札に参加することができます。  

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各号及び第２

項各号に掲げられた者でないこと。 

(2) 岐阜県入札参加資格者名簿(建設工事以外) に登載されている者であること｡ 

 (3) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。 

   以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）及び次の  

①から⑨までのいずれにも該当しないこと。 

①  暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

② 役員等（法人にあっては役員及び使用人（支配人、本店長、支店長その他い

かなる名称を有する者であるかを問わず、営業所の業務を統括する者（営業所

の業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者を含む。）をいう。以下

同じ。）を、法人以外の団体にあっては代表者、理事その他法人における役員

及び使用人と同等の責任を有する者を、個人にあってはその者及びその使用人

をいう。以下同じ。）が暴力団員であるなど、暴力団又は暴力団員がその経営

又は運営に実質的に関与していると認められる個人又は法人その他の団体（以

下「法人等」という。） 



 
 

③ 役員等が、暴力団員であることを知りながらこれを使用し、又は雇用してい

ると認められる個人又は法人等 

④ 役員等が、その属する法人等若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第

三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等（暴力団員又は暴力

団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）を利用する

などしていると認められる個人又は法人等 

⑤ 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与

するなど、直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している

と認められる個人又は法人等 

⑥ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを不当に利用

するなどしていると認められる個人又は法人等 

    ⑦ 役員等が、その理由を問わず、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべ

き関係を有していると認められる個人又は法人等 

    ⑧ 役員等が、暴力団又は暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している者

であることを知りながら、下請契約、業務の再委託契約、資材等の購入契約等を

締結し、これらを利用していると認められる個人又は法人等 

⑨ ②から⑧までのいずれかに該当する者を下請契約、業務の再委託契約、資材

等の購入契約等の相手方とし（⑧に該当する場合を除く。）、県が当該契約の

解除を求めたにもかかわらずこれに従わない個人又は法人等 

(4) 岐阜県から、岐阜県製造の請負、物件の買入れその他の契約に係る入札参加資格停

止措置要領又は岐阜県が行う契約からの暴力団排除に関する措置要綱に基づく入札参

加資格停止措置を、競争入札参加申込期限日から入札の日までの期間内に受けていな

いこと。 

(5) 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７

号）に基づく処分の対象となっている団体及びその構成員でないこと。 

(6) 法人にあっては岐阜県内に本店、支店又は営業所を有し、個人にあっては岐阜県内

で事業を営んでいること。 

(7) 自動販売機の設置業務において、自ら管理・運営する３年以上の実績を有している

こと。 

 

３ 自動販売機の設置条件  

 (1) 設置事業者の施設使用形態  

   自動販売機の設置は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の４第２

項第４号の規定に基づき、岐阜県が設置事業者に対し、行政財産である建物（又は土

地）の一部を賃貸する方法により行います。  

 (2) 賃貸借期間  

   令和７年４月１日から令和１０年３月３１日までの３年間とし、更新はしません。 

 (3) 賃貸借料  

   賃貸借料は、入札により決定した金額とします。  



 
 

   賃貸借料は、契約期間の年数に均等分割して、年度ごとに納付してください。 

   なお、消費税の増税など経済情勢の著しい変動その他正当な理由がある場合は、賃

貸借料の改定を行うことができるものとします。 

 (4) 必要経費  

   自動販売機の設置及び撤去に要する工事費、移転費等の費用は、全て設置事業者の

負担とします。  

   また、光熱水費についても、設置事業者の負担とします。各設置事業者において計

量機器（子メーター）を設置し、それによる実費を、岐阜県が指定する期限までに全

額納付してください。 

 (5) 設置機器及び販売品目の条件について 

   別紙仕様書による。  

 (6) 利用上の制限  

   契約期間中は、次の事項を遵守してください。  

  ア 入札条件を遵守し、賃貸借料及び光熱水費を期限までに確実に納付すること。  

  イ 自動販売機を設置する権利を第三者に譲渡し、又は転貸しないこと。  

  ウ 自動販売機の設置及び管理運営に必要な一切の業務を第三者に委託しないこと。 

 (7) 維持管理  

   契約期間中は、次の事項を遵守してください。  

  ア 商品補充、金銭管理など自動販売機の維持管理については、設置事業者が行うこ

と。また、商品の賞味期限に十分注意するとともに、在庫・補充管理を適切に行

うこと。  

  イ 自動販売機に併設して、販売する飲料の容器の種類に応じた使用済み容器の回収

ボックスを必要数設置すること。回収ボックスに収納された容器は、自社他社製

品持ち込み等問わず設置事業者の責任で適切に回収・リサイクルすること。 

  ウ 商品の搬入及び廃棄物の搬出の時間及び経路については、岐阜県の指示に従うこ

と。  

  エ 関係法令等の遵守・徹底を図るとともに、関係機関等への届出、検査等が必要な

場合は、遅滞なく手続等を行うこと。  

  オ 自動販売機を設置するに当たっては、据付面を十分に確認した上で安全に設置す

ること。また、設置後は、安全面に問題ないか定期的に確認すること。 

  カ 自動販売機の故障や問合せについては、連絡先を自動販売機前面に明記し、設置

事業者の責任において対応すること。  

 (8) 原状回復  

   設置事業者は、契約期間が満了し、又は契約が解除された場合は、速やかに原状回

復してください。なお、原状回復に際し、設置事業者は、一切の補償を岐阜県に請求

することができません。  

 

 

 



 
 

４ 入札手続に関する事項 

 (1) 担当部局 

   〒505－0004 美濃加茂市蜂屋町上蜂屋 3545-3 

   岐阜県立国際たくみアカデミー管理調整係 

   電話 0574－25－2423（直通） 

   E-mail c23202@pref.gifu.lg.jp 

 (2) 契約条項を示す場所 

   ４の(1)に同じ。 

 (3) 競争入札参加資格の確認 

  ア 入札への参加を希望する者は、イに定める書類を提出しなければならない。 

  イ 提出書類（提出部数各１部） 

   ① 一般競争入札参加申込書（様式第１） 

   ② 誓約書（様式第２）（代理人により入札する場合でも本人の誓約書が必要）  

   ③ 設置する自動販売機及び回収ボックスのカタログ等 

  ウ 提出期限 令和７年２月１７日（月）午後４時 必着 

    期限までに提出書類を提出しない者又は競争入札参加資格がないと認められた者

は、入札に参加することができない。 

  エ 競争入札参加資格の確認結果は、令和７年２月１９日（水）までに通知する。 

 (4)入札参加の辞退 

   ４の(3)で入札参加資格が認められた後に、入札参加を辞退する場合は、入札辞退

届（様式第８又は電子手続による）を入札執行日時までに４の(1)まで提出しなけ

ればならない。 

 (5)入札に関する質問等 

   入札説明書や仕様書の内容、その他本件入札についての質問は、下記期限までに、

質問書（様式９又は電子手続による）を提出してください。また、提出後は４の

(1)へ電話にて連絡してください。 

   提出期限 令和７年２月１４日（金）午後４時 必着 

   質問に対する回答は、令和７年２月１７（月）までに回答します。 

 

５ 現地説明の場所及び日時 

現地説明会は行わないため、現地確認を希望する場合は４の(1)へ連絡してください。 

 

６ 入札保証金及び契約保証金 

岐阜県会計規則第１１４条各号に該当するときは、免除する。 

 

７ 入札の日時等 

(1) 日時   令和７年２月２８日（金） 午前１０時００分 

   （入札を郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成 14 年法律第 99

号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する



 
 

特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便（以下「郵便等」とい

う。）又は電子手続で行う場合は、令和７年２月２７日（木）午後４時までに

４の(1)に必着のこと。 

 (2) 場所   美濃加茂市蜂屋町上蜂屋 3545-3 

        岐阜県立国際たくみアカデミー短大校本館棟１階会議室 

 

８ 入札に当たっての注意事項 

(1) 入札参加者は、岐阜県立国際たくみアカデミーへの自動販売機に係る一般競争入札

公告、本説明書及び契約書(案)並びに賃借物件の現況等を熟覧の上入札してください。 

(2) 入札者が代理人である場合には、入札前に必ず委任状を提出してください。ただし、

１人で２人以上の代理を兼ねることはできません。 

(3) 入札書には、所定の様式に必要な事項を記載し、記名押印（代理人の場合は、代理

人の氏名及び代理人の印鑑）の上封かんし、入札者の氏名（代理人の場合は、代理人

の氏名）を明記して、所定の入札箱に投函してください。（紙入札の場合） 

 (4) 郵便等による入札を含め、入札書の日付は、入札日を記載してください。 

(5) 入札書への金額の記入は、所定の欄に算用数字(０、１、２、３…)を使用してくだ

さい。なお、ケタ数には十分ご注意ください。 

(6) 入札済みの入札書は、いかなる理由があっても、書き換え、引き換え、又は撤回す

ることができません。 

(7) 次のいずれかに該当する場合は、その入札は無効となります。 

① 入札に参加する資格を有しない者がした入札 

② 委任状を持参しない代理人がした入札 

③ 指定の時刻までにされなかった入札 

④ 所定の入札書によらない入札 

⑤ 同一事項の入札について、入札者又は代理人が１人で２以上の入札をした場合、

その全部の入札 

⑥ 代理人が２人以上の者の代理をした場合、その全部の入札 

⑦ 入札者が同一事項の入札について他の入札者の代理をした場合、その全部の入札 

⑧ 明らかに談合その他の不正な行為によってされたと認められる入札 

⑨ 記名押印を欠いた入札書による入札 

⑩ 必要な記載事項を確認できない入札 

⑪ 入札金額を訂正した入札書による入札 

⑫ 入札書の入札金額以外の記載事項を訂正し、挿入し、又は削除した場合にその箇

所に押印のない入札 

⑬ 競争入札参加申込期限日から入札の日までの期間内に、岐阜県が行う契約からの

暴力団排除に関する措置要綱に基づく入札参加資格停止措置を受けた者がした入札 

⑭ その他入札に関する条件に違反した入札 

 

 



 
 

(8) ４の(1)の承諾を得た場合に限り郵便等による入札を認めます。郵便等により入札書

を提出する場合は、書留郵便等により確実に送付すること。 

 ア 送付先    〒505－0004 美濃加茂市蜂屋町上蜂屋３５４５－３ 

           岐阜県立国際たくみアカデミー 管理調整係 

  イ 送付期限   令和７年２月２７日(木) 午後４時（必着）【入札日の前日】 

  ウ その他注意   

二重封筒とし、入札書を中封筒に入れ密封のうえ、入札者の氏名等を表記し、 

外封筒の封皮に「国際たくみアカデミーへの自動販売機設置に係る入札書在中」

と朱書きで記載すること。 

 

10 入札金額 

(1) 入札金額は、３（２）の賃貸借期間中の賃貸借料の総額を記入してください。 

(2) 【屋内】に設置することとなる物件番号２、物件番号３の落札者の決定に当たっては、

入札書に記載された金額の 100 分の 10 に相当する額を加算した金額（当該金額に１

円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とす

るので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約希望金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札書に記

載してください。（物件番号１については、非課税） 

 

11 開札の日時及び場所 

  ７の(1)に同じ。 

 

12 落札者の決定 

(1) 開札は、入札後直ちに、入札者の立会いの下で行います。ただし、入札者又はその

代理人が開札に立ち会わない場合には、入札に関係のない職員を立ち会わせて開札し

ます。この場合、異議の申立てはできません。 

(2) 開札した結果、落札者があるときはその者の氏名(法人の場合は、名称)及び金額を、

落札者がないときはその旨を開札に立ち会った入札者に知らせます。 

なお、落札者がないときは、直ちに再度入札を行います。ただし、入札者の中に

郵便等又は電子手続による入札を行った者がある場合は、別に定める日時に再度入札

を行います。 

(3) 落札者は、次の方法により決定します。 

 ①有効な入札を行った者のうち、入札書に記入された金額が、岐阜県が定める予定価  

格以上で、かつ、最高の金額をもって入札した者を落札者とします。 

 ②落札となるべき同価格の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに電子くじによ

って落札者を決定します。 

(4) 落札者は、その権利を他者に譲ることはできません。 

 

 



 
 

13 入札の中止 

  不正な入札が行われるおそれがあると認めるとき、又は災害その他やむを得ない理由

があるときは、入札を中止し、又は入札期日を延期することがあります。 

 

14 契約の締結 

 (1) 別紙県有財産賃貸借契約書（様式第６）により、契約書を作成するものとします。 

 (2) 契約の締結及び履行に関する費用については、全て落札者の負担とします。 

 (3) 賃貸借契約は、申込者名義で行います。 

 (4) 落札者が、入札の日から本契約締結の日までの期間内に、暴力団又は暴力団関係者 

   （２の（３）の①から⑨までに掲げるものをいう。以下同じ。）に該当することが判 

  明した場合は、当該落札者と契約を締結しないものとします。 

  また、契約後に暴力団又は暴力団関係者に該当することが判明した場合は、契約を

解除の上、違約金を徴収します。 

 

15 その他 

 (1) この説明書に定めのない事項については、全て地方自治法、同法施行令、岐阜県公 

有財産規則（昭和３９年岐阜県規則第４８号）、岐阜県公有財産事務処理規程（昭和

４９年岐阜県訓令甲第１６号）、岐阜県会計規則（昭和３２年岐阜県規則第１９号）、

岐阜県会計規則取扱要領（昭和３９年３９出一第３８号出納長通知）及びその他関係

法令等の定めるところによります。 

 (2) 入札情報は、全て情報公開の対象となります。 

 

 問合せ先  

  〒505－0004 美濃加茂市蜂屋町上蜂屋 3545-3 

 岐阜県立国際たくみアカデミー管理調整係 

  ＴＥＬ 0574－25－2423（直通）     ＦＡＸ 0574-25-2489 

  E-mail  c23202@pref.gifu.lg.jp 
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自動販売機を設置する施設の名称、所在地及び設置場所  

 

区  分 内    容 

１ 名 称 岐阜県立国際たくみアカデミー 

 

２ 所在地 美濃加茂市蜂屋町上蜂屋 3545-3 

 

３ 設置場所 岐阜県立国際たくみアカデミー内 

詳細は、別紙「配置図」のとおり 

４ 開庁日及び開庁時間 原則、土日祝日及び年末年始を除く 

 ８時３０分から１７時１５分 

５ 職員数又は来庁者数 職員数 ３５人 

短大校定員８０人、開発校定員７０人 

６ 前年度売上実績 令和６年度（4 月～12 月末まで） 

物件１ 2,823 本（２台） 

物件２ 1,393 本（１台） 

物件３ 3,391 本（１台） 

７ 施設内にある飲料水の 

自動販売機の状況 

現況の自動販売機の販売状況 

 お茶、紅茶、スポーツ飲料、ミネラルウォーター、 

 果汁飲料、乳飲料、炭酸飲料等 

８ 施設内にある他の自動 

販売機の飲料の販売価格 

なし 

 

 

 

 

 

 

 


